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新製造技術プログラム基本計画 

 

１． 目的 

 ＩＴ等最新の技術を導入し、プロセス技術の革新を図ることにより、我が国経済社会の

基盤である製造業の競争力の維持・強化を目指す。 

 

２． 政策的位置付け 

科学技術基本計画（２００１年３月閣議決定）における国家的・社会的課題に対応した 

研究開発の重点化分野である製造技術分野、分野別推進戦略（２００１年９月総合科学技

術会議）における重点分野である製造技術分野に位置づけられるものである。 

 また、産業技術戦略（２０００年４月工業技術院）における革新的・基盤的技術（製造

技術）の涵養、知的な基盤の整備とともに「産業発掘戦略－技術革新」（「経済財政運営

と構造改革に関する基本方針２００２」（２００２年６月閣議決定）に基づき、２００２

年１２月取りまとめ）の情報家電・ブロードバンド・ＩＴ分野における戦略目標（国民、

産業界、政府等共有の目標により、国民の存在需要を発掘）、及びナノテクノロジー・材

料分野における戦略目標（１０年後に、世界市場を主導できる我が国発の企業をナノテク

ノロジー・材料分野の‘５つの産業’で創出する。）等への対応を図るものである。 

 

３． 目標 

 ２００７年度までに、現在の製造に要する時間やコスト等を半減することを目標に、プ

ロセスの一層の合理化を図るとともに、新たな高付加価値産業を生み出すプロダクトイノ

ベーションの環境を整える。 

 

４． 研究開発内容 

【プロジェクト】 

 Ⅰ．新製造技術の新たな領域開拓 

（１） ＭＥＭＳプロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付金） 

 ①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国に蓄積された半

導体製造技術やマイクロマシン技術を活用し、情報通信、医療・バイオ、産業機械など

多様な分野におけるキーデバイスとして期待が高まっているＭＥＭＳのうち、今後比較

的短期に大きな市場が形成されると期待されるＭＥＭＳ（ＲＦ-ＭＥＭＳ、光ＭＥＭＳ、

センサＭＥＭＳ）の実用化に必要な製造技術を開発するとともに、これらのＭＥＭＳ製

品の実用化等を通じ、多様な産業・民生分野におけるエネルギー使用の合理化を図る。 

 ②技術目標及び達成時期 

 ２００５年度までに、ＲＦ-ＭＥＭＳ、光ＭＥＭＳ、センサＭＥＭＳの各分野におい

て特に有望と期待されるデバイスの実用化に必要な高精度の三次元ＭＥＭＳ製造技術を



確立するとともに、これらのＭＥＭＳ製品を実用化する。 
  ③研究開発期間 
 ２００３年度～２００５年度 
 ④中間・事後評価の実施期間 
 事後評価を２００６年度に実施。 
 ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 
 
（２）ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム開発プロジェクト（運営費交付金） 
①概要 

  エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＭＥＭＳ（Micro 

Electro Mechanical System）技術を活用した製品のアイデアを持つ異業種・ベン

チャー企業等の多様な主体が開発に取り組むための産業基盤として、技術者に蓄積され

た加工ノウハウや加工条件と連携する材料特性データを組み込んだＭＥＭＳ設計・解析

支援システムを構築する。本事業により、大企業から中小・ベンチャー企業まで、従来

ＭＥＭＳ製品のアイデアを持ちながらＭＥＭＳ加工プロセスや材料特性の知見が無いた

め設計・開発ができなかった多様な主体によるＭＥＭＳデバイスの開発を可能とする。

加えて、設計・試作回数の削減によりデバイス開発の省エネルギー・省資源化を実現す

る。 

②技術目標及び達成時期 

  ２００６年度までに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システムを開発し、ＭＥＭＳ製品の

アイデアは有するものの必要な設備・技術を持たない企業等に、ＭＥＭＳデバイス開発

を可能とする環境を整備する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００６年度 

④中間・事後評価の実施期間 
 事後評価を２００７年度に実施。 
 ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 
 
（３）インクジェット法による回路基板製造プロジェクト（フォーカス２１）（運営費交付

金） 
 ①概要 
 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、金属インク、絶縁物イ

ンク等をインクジェットヘッドから基板に吐出して回路基板を製造する技術の開発を行

う。メッキ、レジスト塗布、露光、現像、エッチング等の一連の工程を行う従来法

（エッチング法）に比べ、本プロジェクトの回路基板製造方法は数分の１の工程で行う

ため、製造工程の省エネルギー化が可能となる。 

 ②技術目標及び達成時期 

 ２００５年度までに、インクジェット法による回路基板の製造技術を確立する。 

 ③研究開発期間 

 ２００３年度～２００５年度 



 ④中間・事後評価の実施時期 
 事後評価を２００６年度に実施。 
 ⑤実施形態 
 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 
 
（４）クラスターイオンビームプロセステクノロジー（一部運営費交付金） 

①概要 

 イオン化した原子・分子集団からなるクラスターイオンビームを活用した大電流ビー

ム発生・照射技術の開発及び超硬質薄膜形成等の新規材料プロセス技術の開発を行う。 

 ②技術目標及び達成時期 

 ２００４年度までに、ビーム電流1mAのクラスターイオンビーム発生装置を開発し、

超硬質薄膜形成等の新規プロセス技術の実用化を図る。 

 ③研究開発期間 

 ２０００年度～２００３年度 

 ④中間・事後評価の実施時期 
  ミレニアム・プロジェクトの評価・助言会議において、毎年度、評価を実施。 

  ⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 
 
 Ⅱ．生産システムの高度化・効率化 

（１）デジタルマイスタープロジェクト 

①概要 

 設計・製造現場に、「暗黙知」として存在する技能やノウハウを科学的な分析を通じ

て「形式知」化し、情報技術を活用してソフトウェア化、データベース化する手法等の

開発を行うことにより、情報技術と製造技術が融合した、時間・コスト・品質競争力の

ある新たな生産システムの構築を図る。この一部については、現場技能の形式知化等を

通じた加工工程の効率化・省エネルギー化により、エネルギー需給構造の高度化を図る

観点から行うものである。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００３年度までに、金型設計・製造に係る熟練者の技能をＣＡＤ／ＣＡＭ等の設

計・製造支援アプリケーションに組み込んで活用するシステムの高性能化、及び金型加

工機等の高速・高精度化のための技術とともに、複雑曲面形状等を有する超精密金型を

高精度で加工・計測する技術を開発する。また、２００５年度までに、金型設計・製造

分野をはじめ、一般製造分野に関する技能の抽出・整理・体系化手法を確立し、当該手

法を活用してデータベース等を開発するとともに、当該システムを企業で効果的に活用

し、ＩＴ等を駆使した新しいものづくりの方法を提案する。 

③研究開発期間 

   ２００１年度～２００５年度 

④中間・事後評価の実施時期 

 中間評価を２００３年度（一部の事業については２００４年度）に、事後評価を２０

０６年度に実施。 

⑤実施形態 



 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 

 

（２）革新的鋳造シミュレーション技術開発 

①概要 

 鋳造法における精密化、生産性向上、低コスト化、開発期間の短縮化等を実現するた

め、超耐熱合金精密鋳造法及び一般精密鋳造法における湯流れ及び凝固過程のシミュ

レーション技術、鋳造組織及び欠陥生成シミュレーション技術、並びに関連測定技術の

開発を行う。この一部については、伝熱、物質移動及び結晶欠陥生成等の革新的シミュ

レーション技術の開発を通じた精密鋳造工程の効率化・省エネルギー化により、エネル

ギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。 
②技術目標及び達成時期 

 ２００２年度までに、鋳造時の鋳型充満時間、充満直後の鋳型、溶湯温度及び引け巣

発生位置・程度等を、高精度に且つ短時間で予測する技術を開発する。 

 ③研究開発期間 

 １９９９年度～２００２年度 

④中間・事後評価の実施時期 

   事後評価を２００３年度に実施。 

⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 

 

Ⅲ．国際協力 

ＩＭＳ国際共同研究プロジェクト 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、先進国の製造業が共通

して抱える環境問題や製造現場の省エネルギー推進などの課題について国際的な共同研

究により効率的解決を目指すＩＭＳ（Intelligent Manufacturing System）プログラム

の枠組みの中で、効率的な設計・製造工程の実現など次世代高度生産システムを目指し

た研究開発を行う。具体的には、省エネルギー化・省資源化を考慮した設計システムが

期待される研究開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

  ２００４年度までに、多様なユーザニーズに対応できる柔軟かつ効率的な生産シス
テムなど次世代高度生産システムに必要とされる技術基盤の確立を目指す。 

③研究開発期間 

 １９９５年度～２００４年度 

④中間・事後評価の実施時期 

   中間評価を２０００年度に、事後評価を２００５年度に実施。 

⑤実施形態 

 民間企業、大学、公的機関等から最適な研究体制を構築し、実施。 

 

５． 研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事

業名に（運営費交付金）と記載したもの）は、運営費交付金の総額を算定する際に使用



するものであることから、当該部分は、国の裁量によって実施されるものではなく、中

期目標、中期計画等に基づき当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

【フォーカス２１の成果の実用化の推進】 

 フォーカス２１は、研究開発成果を迅速に事業に結び付け、産業競争力強化に直結さ

せるため、次の要件の下で実施。 

・ 技術的革新性により競争力を強化できること。 

・ 研究開発成果を新たな製品・サービスに結びつける目途があること。 

・ 比較的短期間で新たな市場が想定され、大きな成長と経済波及効果が期待できること。 

・ 産業界も資金等の負担を行うことにより、市場化に向けた産業界の具体的な取り組み

が示されていること。 

具体的には、成果の実用化に向け、実施者による以下のような取組を求める。 

・ＭＥＭＳプロジェクト 

  事業費の１／２負担により、今後成長が期待される情報通信分野のＭＥＭＳ等の
実用化に必要な高精度三次元加工技術等の開発を行う。また、本プロジェクトに

よって確立される高度なＭＥＭＳ製造技術を活用し、多様な主体によるＭＥＭＳ製

品開発・生産が活性化する環境を構築する。 

・インクジェット法による回路基板製造プロジェクト 

   事業費の１／２負担により、金属インク、絶縁物インク等をインクジェットヘッ
ドから基板に吐出して回路基板を製造する技術を確立する。 

なお、適切な時期に、実用化・市場化状況等について検証する。 

 

６． プログラムの期間、評価等 

 プログラムの期間は２００２年度から２００７年度までとし、プログラムの中間評価を

２００５年度、事後評価を２００８年度に行うとともに、研究開発以外のものについては

２０１０年度に検証する。 

 また、中間評価等を踏まえ、必要に応じ基本計画の内容の見直しを行う。 

 

７． 研究開発成果の政策上の活用 

・研究開発成果啓蒙普及事業 

公益法人等を活用した成果の積極的な啓蒙普及に取り組む。 

例えば、ＩＭＳプログラムの成果については、一般を対象としたフォーラムやイン

ターネットを通じて公開する。 

・標準化戦略 
各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化

活動（国際規格（ISO/IEC）、日本工業規格（JIS）、その他国際的に認知された標準の提

案等）を実施する。 

 

８．政策目標の実現に向けた環境整備 

・ＭＥＭＳ製造拠点の検討 

ＭＥＭＳ技術の多様な分野での展開を推進するため、大規模な製造設備が必要なＭＥ

ＭＳ製造拠点（ファウンダリー）の整備を検討していく。 



 

９．改訂履歴 

（１）平成１４年２月２８日付け制定。 

（２）平成１５年３月１０日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１４・０

２・２５産局第６号は、廃止。 

（３）平成１６年２月３日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１５・０３・ 

７産局第９号は、廃止。 


